
人
手
不
足
は
地
方
が
先
行

　

人
手
不
足
が
進
行
し
て
い
る
。

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
後
一
時

５
・
５
％
に
達
し
た
完
全
失
業
率

は
、
い
ま
や
２
％
台
前
半
ま
で
低

下
し
て
い
る
。

　

完
全
失
業
率
と
は
、
働
く
意
欲

が
あ
り
、
働
く
準
備
も
し
て
い
た

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
仕
事
が
見
つ

か
ら
な
か
っ
た
人
の
割
合
を
い
う
。

２
％
台
前
半
の
完
全
失
業
率
は
、

バ
ブ
ル
の
余
韻
が
残
る
１
９
９
１

〜
92
年
以
来
の
低
さ
だ
。
日
本
の

労
働
市
場
は
、
ほ
ぼ
「
完
全
雇
用

の
状
態
」
︱
働
き
た
い
人
の
ほ

と
ん
ど
が
職
に
従
事
し
て
い
る
状

態
︱
に
あ
る
と
い
っ
て
よ
い
。

　

地
域
別
に
み
る
と
、
大
都
市
圏

よ
り
も
地
方
の
方
が
人
手
不
足
は

深
刻
だ
。
北
陸
３
県
の
完
全
失
業

率
は
、
２
０
１
６
年
第
４
四
半
期

以
来
ほ
ぼ
１
％
台
が
続
く
。中
部
、

近
畿
、
中
・
四
国
、
九
州
で
も
、
最

近
は
１
％
台
の
県
が
増
え
て
い
る
。

大
阪
府
の
２
％
台
後
半
や
東
京
圏

４
都
県
の
２
％
台
前
半
に
比
べ
、

地
方
の
低
さ
が
目
立
つ（
図
表
１
）。

　

も
ち
ろ
ん
、
地
方
に
多
く
の
就

業
機
会
が
あ
る
わ
け
で
は
な
い
。

若
い
世
代
が
大
都
市
圏
に
流
出
し

て
い
る
。
高
齢
者
の
離
職
も
増
加

し
た
。
北
陸
地
方
は
も
と
も
と
高
齢
者

の
就
業
率
が
高
い
地
域
だ
が
、
そ
れ
で

も
離
職
者
が
増
え
た
。
一
方
、
高
齢
化

に
伴
い
、
介
護
等
の
分
野
で
新
た
な
労

働
力
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。
地
方
の

人
手
不
足
は
、
こ
う
し
た
労
働
需
給
の

バ
ラ
ン
ス
の
崩
れ
を
反
映
し
て
い
る
。

な
ぜ
こ
れ
か
ら
が

人
手
不
足
の
本
番
な
の
か

　

し
か
し
、
人
手
不
足
は
こ
れ
か
ら
が

本
番
だ
。
こ
れ
ま
で
は
、
生
産

年
齢
人
口
（
15
〜
64
歳
）
の
減

少
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
人
手
不

足
は
さ
ほ
ど
目
立
た
な
か
っ

た
。
労
働
市
場
の
構
造
変
化
を

背
景
に
、
労
働
力
が
底
上
げ
さ

れ
て
き
た
か
ら
だ
。
し
か
し
、

こ
の
ト
レ
ン
ド
を
維
持
す
る
の

は
難
し
い
。

　

以
下
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ

ク
後
10
年
間
（
２
０
１
０
〜
19

年
）
の
労
働
市
場
の
構
造
変
化

を
確
認
し
た
う
え
で
、
今
後
の

10
年
（
２
０
２
０
〜
29
年
）
を

展
望
し
て
み
よ
う
。

　

ま
ず
、
①
仮
に
２
０
０
９
年

時
点
の
市
場
構
造
が
そ
の
ま
ま

維
持
さ
れ
て
い
た
と
す
れ
ば
、

そ
の
後
の
10
年
間
に
労
働
力
人

口
が
ど
れ
ほ
ど
減
少
す
る
は
ず

だ
っ
た
か
を
試
算
す
る
。
試
算

は
、
２
０
０
９
年
の
男
女
別
・
５
歳
区

分
年
齢
階
層
別
の
労
働
力
人
口
比
率

に
、
そ
の
後
の
人
口
構
成
の
変
化
を
乗

じ
て
計
算
し
た
も
の
で
あ
る
。
そ
の
う

え
で
、 

②
実
際
に
は
２
０
１
９
年
ま
で

に
労
働
力
人
口
が
ど
う
変
化
し
た
か
を

計
算
し
、
両
者
を
比
べ
て
み
よ
う
。

　

労
働
力
人
口
と
は
、
就
業
者
と
完
全

失
業
者
の
合
計
を
い
い
、
達
観
す
れ
ば

就
業
意
欲
を
も
つ
人
の
数
で
あ
る
。
ま

（％）

2.4 2.2 北海道・東北（７県） 2.4

2.3 2.3 北関東（３県） 2.3

全国実績

中核4域7都府県

地方圏40道府県 2.2 2.1 新潟・長野・山梨（３県） 1.9

2.3 北陸（３県） 1.7

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県 2.1 静岡・岐阜・三重（３県） 1.6

2.9 近畿（大阪府を除く５府県） 2.2

1.9 山陰（２県） 2.1

東京圏4都県

大阪府

愛知県

福岡県 2.9 岡山・広島・山口（３県） 2.2

四国（４県） 1.8

九州（福岡県を除く７県） 2.3

（注１）全国実績を除き、モデル推計の結果による。全国実績とモデル推計値は一致しない。
（注２）中核4域7都府県は東京圏4都県、大阪府、愛知県、福岡県。地方圏はその他の40道府県。
出所：総務省統計局「労働力調査結果」の参考資料「都道府県別結果（モデル推計値）」を基に、筆者が作成。

図表 1　地域別完全失業率（2019年平均）

　地方の人手不足が著しい。若者が大都市圏に流出する一方、介護等の分野で新たな労働力が必要とされて
いるからだ。それでもこれまでは、団塊世代を中心とする高齢者と若年・中堅女性の就業継続が労働市場を
下支えしてきた。しかし、2020年代末までには団塊世代がみな80歳を超え、多くを期待できなくなる。
　人手不足は早晩大都市圏に波及し、いよいよこれからが本番だ。深刻な人手不足を少しでも緩和するため、
①外国人就業者受け入れのための環境整備、②女性の社会進出のさらなる促進、③70歳代半ば前後までの
高齢層の就労促進を、強力に推し進める必要がある。

人手不足はなぜこれからが本番なのか
—データが語る労働力不足の行方
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た
、
労
働
力
人
口
比
率
と
は
、
男
女

別
・
年
齢
階
層
別
の
人
口
に
占
め
る
労

働
力
人
口
の
比
率
を
い
う
。

　

①
の
「
構
造
変
化
な
か
り
し
場
合
」

の
試
算
で
は
、
２
０
１
９
年
の
労
働
力

人
口
は
10
年
前
に
比
べ
３
７
５
万
人
減

少
し
て
い
た
は
ず
と
の
結
果
と
な
っ
た

（
図
表
２
）。
労
働
力
人
口
比
率
の
高
い

若
年
層
、
中
堅
層
の
人
口
が
減
る
結
果

で
あ
る
。

　

し
か
し
、②
実
際
の
労
働
力
人
口
は
、

２
０
１
９
年
ま
で
の
10
年
間
で
２
３
６

万
人
増
加
し
た
。
上
記
の
試
算
に
比

べ
、
実
に
６
０
０
万
人
以
上
の
上
振
れ

で
あ
る
。

　

こ
れ
は
第
１
に
、
女
性
（
15
〜
64
歳

層
）
の
労
働
力
が
上
振
れ
し
た
こ
と

が
大
き
い
。
従
来
、
20
歳
代
後
半
か

ら
30
歳
代
の
女
性
は
、
結
婚
や
出
産

を
機
に
職
場
か
ら
離
れ
る
傾
向
が
あ

っ
た
。
し
か
し
、
最
近
は
結
婚
、
出

産
を
迎
え
て
も
就
業
を
継
続
す
る

（
あ
る
い
は
早
期
に
職
場
復
帰
す
る
）

女
性
が
増
え
た
。
ま
た
、
55
〜
64
歳

層
の
女
性
の
労
働
力
人
口
比
率
も
大

き
く
上
昇
し
た
。
男
性
（
15
〜
64
歳

層
）
の
労
働
力
人
口
が
減
少
し
た
の

と
は
、
対
照
的
で
あ
る
。

　

第
２
に
、
団
塊
世
代
を
中
心
に
、

高
齢
層
の
労
働
力
人
口
が
大
幅
に
増

え
た
。
15
〜
64
歳
層
が
男
女
計
で
90

万
人
減
少
し
た
の
と
は
対
照
的
に
、

65
歳
以
上
の
労
働
力
人
口
は
10
年
間

で
同
３
２
６
万
人
増
加
し
た
。
最
近

ま
で
人
手
不
足
が
目
立
た
な
か
っ
た

の
は
、
実
は
、
高
齢
層
の
就
業
継
続

も
大
き
い
。

　

以
上
を
ふ
ま
え
た
う
え
で
、
こ
れ

か
ら
の
10
年
（
２
０
２
０
〜
29
年
）

を
試
算
し
て
み
よ
う
。
上
記
と
同
じ

手
法
を
用
い
、
２
０
１
９
年
時
点
の
労

働
力
人
口
比
率
に
そ
の
後
の
人
口
構
成

の
変
化
を
乗
じ
て
、
労
働
力
人
口
の
増

減
を
試
算
し
て
み
る
。
そ
の
結
果
は
、

４
７
８
万
人
の
減
少
と
な
っ
た
。

　

こ
の
減
少
幅
は
、
前
述
の
①
２
０
１

０
〜
19
年
試
算
値
（
３
７
５
万
人
の
減

少
）
よ
り
も
大
き
い
。
高
齢
層
の
引
退

増
加
が
労
働
力
人
口
を
下
振
れ
さ
せ
る
。

　

２
０
２
０
年
代
末
ま
で
に
は
、
団
塊

世
代
が
み
な
80
歳
を
超
え
る
。
団
塊
世

代
は
こ
れ
ま
で
労
働
力
の
下
支
え
に
貢

献
し
て
き
た
が
、
健
康
年
齢
の
制
約
を

ふ
ま
え
れ
ば
、
こ
れ
以
上
を
期
待
す
る

の
は
難
し
い
だ
ろ
う
。
人
手
不
足
を
こ

れ
か
ら
が
本
番
と
み
る
理
由
は
、
こ
こ

に
あ
る
。

人
手
不
足
は
２
０
４
０
年
代

半
ば
ま
で

　

で
は
、
日
本
の
人
手
不
足

は
い
つ
ま
で
続
く
だ
ろ
う
か
。

労
働
需
給
は
短
期
的
に
は

様
々
な
要
因
に
よ
り
変
動
す

る
が
、
長
期
的
に
は
人
口
動

態
に
規
定
さ
れ
る
面
が
大
き

い
。

　

労
働
力
の
供
給
サ
イ
ド
は
、

潜
在
的
な
働
き
手
の
数
に
よ

っ
て
規
定
さ
れ
る
。
こ
こ
で

は
、
生
産
年
齢
人
口
を
潜
在

的
な
労
働
供
給
力
と
み
な
す

こ
と
に
し
よ
う
。

　

労
働
力
の
需
要
サ
イ
ド
は
、
総
人
口

に
規
定
さ
れ
る
面
が
大
き
い
。
高
齢
者

も
、
医
療
や
介
護
の
分
野
で
大
き
な
需

要
を
生
み
出
す
。
仮
に
医
療
や
介
護
需

要
を
個
人
消
費
の
一
つ
と
み
な
せ
ば
、

個
人
消
費
の
最
大
の
担
い
手
は
、
実
は

高
齢
者
だ
。

　

図
表
３
は
、
総
人
口
に
対
す
る
生
産

年
齢
人
口
の
比
率
の
推
移
で
あ
る
。
分

母
の
「
総
人
口
」、
分
子
の
「
生
産
年

齢
人
口
」
は
と
も
に
、
す
で
に
減
少
局

面
に
あ
る
。
し
か
し
、
両
者
の
ス
ピ
ー

ド
に
は
大
き
な
差
が
あ
る
。

　

生
産
年
齢
人
口
は
、
長
期
に
わ
た
る

少
子
化
を
反
映
し
て
減
少
ス
ピ
ー
ド
が

速
い
。
一
方
、
総
人
口
は
、
長
寿
化
と

と
も
に
高
齢
者
が
増
え
続
け
る
結
果
、

減
少
ス
ピ
ー
ド
は
緩
や
か
に
と
ど
ま
る
。

40

45

50

55

60

65

70

75（%）

（年）
1950 60 70 80 90 2000 10 20 30 40 50 60 2070

出所：総務省統計局「人口推計」および国立社会保障・人口問題研
究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」を基に、筆者が作成。

図表 3　生産年齢人口の対総人口比率

2019年を基準とした2029年時点の試算値2009年を基準とした2019年時点の試算値
2019年の実績値

（万人）

（万人）

（実績＋236万人）

（試算－375万人） （試算－478万人）－500
－400
－300
－200
－100
0

100
200
300

男15～64歳 女15～64歳 男65歳以上 女65歳以上 総計 男15～64歳 女15～64歳 男65歳以上 女65歳以上 総計－500
－400
－300
－200
－100
0

（注）試算は、基準時点（2009年、2019年）の5歳区分年齢階層別労働力人口比率がそのまま維持されると仮定し、
2019年、2029年の年齢別人口を乗じたもの。
出所：総総務省統計局「労働力調査結果」および国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成
29年推計）」を基に、筆者が作成。

図表 2　労働力人口増減の試算と実績



両
者
を
反
映
し
て
、
生
産
年
齢
人
口
比

率
の
低
下
は
今
後
も
続
く
。

　

こ
の
比
率
が
安
定
し
て
く
る
の
は
、

２
０
４
０
年
代
半
ば
以
降
で
あ
る
。
こ

の
時
期
に
な
る
と
、
高
齢
者
も
減
少
に

転
じ
、
総
人
口
の
減
少
ス
ピ
ー
ド
が
生

産
年
齢
人
口
に
追
い
つ
い
て
く
る
。
そ

う
な
っ
て
、
よ
う
や
く
人
手
不
足
は
解

消
に
向
か
う
だ
ろ
う
。
そ
れ
ま
で
の
間

は
、
基
調
と
し
て
の
人
手
不
足
を
覚
悟

せ
ざ
る
を
え
な
い
。

　

日
本
経
済
に
と
っ
て
は
、
２
０
４
０

年
代
半
ば
ま
で
の
25
年
間
を
ど
う
乗
り

越
え
る
か
が
課
題
と
な
る
。
地
方
の
人

手
不
足
は
、
早
晩
、
大
都
市
圏
に
波
及

す
る
。
大
都
市
圏
は
も
と
も
と
出
生
率

が
低
く
、労
働
力
を
自
賄
い
で
き
な
い
。

大
都
市
圏
が
地
方
に
労
働
力
を
求
め
る

圧
力
は
ま
す
ま
す
高
ま
り
、
地
方
か
ら

大
都
市
圏
へ
の
人
口
移
動
は
ま
だ
ま
だ

続
く
だ
ろ
う
。

　

万
一
、
地
方
か
ら
大
都
市
圏
へ
の
人

口
移
動
を
人
為
的
に
止
め
る
よ
う
な
こ

と
を
す
れ
ば
、
日
本
経
済
の
成
長
に
ブ

レ
ー
キ
を
か
け
か
ね
な
い
。
人
手
不
足

へ
の
対
応
は
、
地
方
に
と
っ
て
も
大
都

市
圏
に
と
っ
て
も
、
待
っ
た
な
し
の
課

題
で
あ
る
。

就
業
者
増
加
の
４
人
に
１
人
は

外
国
人

　

今
後
、
労
働
供
給
の
上
振
れ
を
期
待

で
き
る
と
す
れ
は
、
①
外
国
人
、
②
女

性
、
③
70
歳
代
半
ば
前
後
ま
で
の
高
齢

層
の
３
カ
テ
ゴ
リ
ー
し
か
な
い
だ
ろ
う
。

そ
れ
ぞ
れ
の
現
状
と
課
題
を
把
握
し
、

早
急
に
対
応
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

日
本
で
就
業
す
る
外
国
人
の
数
は
、

２
０
１
９
年
10
月
現
在
１
６
６
万
人
だ

っ
た
（
厚
生
労
働
省
「「
外
国
人
雇
用

状
況
」
の
届
出
状
況
」）。
２
０
１
９
年

末
の
国
内
就
業
者
総
数
は
６
７
３
７
万

人
だ
っ
た
の
で
（
総
務
省
統
計
局
「
労

働
力
調
査
結
果
」）、
ス
ト
ッ
ク
ベ
ー
ス

で
み
た
外
国
人
就
業
者
の
割
合
は
２
・

５
％
に
と
ど
ま
る
。
こ
の
比
率
は
、
先

進
国
の
な
か
で
も
と
く
に
低
い
。

　

し
か
し
、
フ
ロ
ー
ベ
ー
ス
︱
す
な

わ
ち
、
近
年
の
就
業
者
増
加
数
に
占
め

る
外
国
人
増
加
数
の
割
合
︱
を
み
る

と
、
印
象
は
大
き
く
変
わ
る
。
こ
の
10

年
間
、
外
国
人
就
業
者
は
１
１
０
万
人

増
加
し
た
。
一
方
、
国
内
の
就
業
者
数

は
４
８
０
万
人
増
え
た
。
す
な
わ
ち
、

実
に
、
国
内
就
業
者
数
の
増
加
の
約
４

人
に
１
人
が
外
国
人
だ
っ
た
計
算
と
な

る
。
統
計
が
異
な
る
の
で
デ
ー
タ
の
取

り
扱
い
に
は
注
意
を
要
す
る
が
、
人
手

不
足
の
緩
和
に
外
国
人
就
業
者
の
増
加

が
大
き
く
貢
献
し
て
き
た
こ
と
は
間
違

い
な
い
。

　

在
留
資
格
別
に
み
る
と
、
最
も
増
加

が
多
か
っ
た
の
は
「
技
能
実
習
」
で
あ

る
。
こ
れ
に
「
留
学
」、「
高
度
人
材
（
専

門
的
・
技
術
的
分
野
の
在
留
資
格
）」

が
続
く
。
従
来
、政
府
は
、「
高
度
人
材
」

の
受
け
入
れ
促
進
を
政
策
の
一
つ
に
掲

げ
て
き
た
が
、
人
手
不
足
の
現
実
を
反

映
し
て
、
実
際
に
は
多
様
な
在
留
資
格

者
が
流
入
し
て
い
た
こ
と
に
な
る
。

　

し
か
し
、「
技
能
実
習
」
は
、
政
府

の
建
前
で
あ
る
「
開
発
途
上
国
の
支
援

の
た
め
に
受
け
入
れ
る
も
の
」
と
、
現

実
の
「
人
手
不
足
」
の
狭
間
に
あ
っ
て
、

多
く
の
問
題
を
か
か
え
て
き
た
。
一
部

に
み
ら
れ
た
受
け
入
れ
先
の
劣
悪
な
労

働
環
境
や
失
踪
者
の
発
生
の
問
題
は
、

人
手
不
足
対
策
と
し
て
技
能
実
習
制
度

に
頼
る
こ
と
の
限
界
を
示
し
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
実
態
を
ふ
ま
え
て
、昨
年
、

入
国
管
理
法
が
改
正
さ
れ
、
新
た
な
在

留
資
格
「
特
定
技
能
」
が
導
入
さ
れ
た
。

「
特
定
技
能
」
に
は
介
護
、
ビ
ル
ク
リ

ー
ニ
ン
グ
、
宿
泊
、
外
食
業
な
ど
、
人

手
不
足
が
明
白
な
産
業

が
指
定
さ
れ
、
建
前
と

実
態
の
整
合
性
が
よ
う

や
く
配
慮
さ
れ
る
こ
と

と
な
っ
た
。
た
だ
し
、

態
勢
整
備
の
遅
れ
か

ら
、
認
定
数
は
こ
れ
ま

で
の
と
こ
ろ
わ
ず
か
に

と
ど
ま
る
。

　

外
国
人
就
業
者
の
円

滑
な
受
け
入
れ
に
は
、

な
ん
と
い
っ
て
も
態
勢

の
整
備
が
欠
か
せ
な
い
。
悪
質
な
労
働

条
件
を
課
し
た
り
、
劣
悪
な
職
場
環
境

を
提
供
し
た
り
す
る
こ
と
は
、
決
し
て

許
さ
れ
な
い
。
同
時
に
、
日
本
語
教
育

の
充
実
も
不
可
欠
で
あ
る
。
米
国
の
公

立
学
校
に
は
、
英
語
を
母
国
語
と
し
な

い
子
供
た
ち
の
た
め
に
、
Ｅ
Ｓ
Ｌ

（English as a Second Language

）

と
呼
ば
れ
る
ク
ラ
ス
が
必
ず
用
意
さ
れ

て
い
る
。
貴
重
な
外
国
人
材
が
ど
れ
ほ

ど
気
持
ち
よ
く
暮
ら
せ
る
職
場
環
境
、

生
活
環
境
を
提
供
で
き
る
か
は
、
日
本

社
会
の
成
熟
度
を
測
る
試
金
石
と
な
る
。

女
性
の
労
働
市
場
参
加
に
は

さ
ら
な
る
増
加
の
余
地

　

女
性
の
労
働
力
人
口
比
率
は
、
前
述

の
と
お
り
近
年
大
き
く
向
上
し
て
き
た

（
図
表
４
）。
年
齢
層
順
の
労
働
力
人
口

比
率
を
結
ん
だ
曲
線
は
、こ
れ
ま
で「
Ｍ
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出所：総務省統計局「労働力調査結果」を基に、筆者が作成。

図表 4　男女別年齢階層別の労働力人口比率
（2000年→2019年）



字
カ
ー
ブ
」
と
呼
ば
れ
て
き
た
。
20
歳

代
後
半
か
ら
30
歳
代
に
多
く
の
女
性
が

職
を
離
れ
、
曲
線
が
い
っ
た
ん
へ
こ
む

か
た
ち
が
、
ア
ル
フ
ァ
ベ
ッ
ト
の
大
文

字
「
Ｍ
」
に
似
て
い
る
か
ら
だ
。

　

し
か
し
、
育
児
休
暇
制
度
の
浸
透
な

ど
を
背
景
に
、
そ
の
落
ち
込
み
も
次
第

に
目
立
た
な
く
な
っ
て
き
た
。
最
近
の

傾
向
が
続
け
ば
、
２
０
２
０
年
代
後
半

に
は
曲
線
の
「
へ
こ
み
」
は
ほ
ぼ
な
く

な
り
、
Ｍ
字
カ
ー
ブ
は
消
滅
す
る
可
能

性
が
あ
る
。

　

問
題
は
、
女
性
の
労
働
力
人
口
比
率

が
上
昇
し
た
と
は
い
え
、
男
性
に
比
べ

れ
ば
ま
だ
ま
だ
低
い
こ
と
だ
。
20
歳
代

後
半
か
ら
50
歳
代
で
み
れ
ば
、
い
ま
で

も
男
女
間
で
10
〜
20
％
の
差
が
あ
る
。

こ
の
差
を
埋
め
る
に
は
、
と
く
に
大
都

市
圏
の
子
育
て
環
境
の
充
実
が
欠
か
せ

な
い
。

　

そ
の
壁
は
い
ま
だ
に
高
い
。
た
と
え

ば
、
保
育
士
不
足
が
叫
ば
れ
て
久
し
い

が
、
労
働
実
態
に
比
べ
給
与
水
準
が
低

く
、
保
育
士
が
な
か
な
か
定
着
し
な
い

現
実
が
あ
る
。
ま
た
、
本
来
、
保
育
士

の
数
を
増
や
す
た
め
に
行
わ
れ
る
べ
き

保
育
士
資
格
試
験
は
、
保
育
の
現
場
か

ら
か
け
離
れ
た
知
識
が
数
多
く
問
わ
れ
、

資
格
取
得
を
目
指
す
人
々
の
意
欲
を
損

な
っ
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
の
課
題
の
克
服
に
誠
実
に
取

り
組
ま
な
け
れ
ば
、
女
性
の
労
働
力
人

口
比
率
の
上
昇
は
意
外
に
早
く
止
ま
り

か
ね
な
い
こ
と
に
注
意
が
必
要
で
あ
る
。

７０
歳
代
ま
で
働
く

社
会
づ
く
り
を

　

最
後
に
、
高
齢
層
は
ど
う
か
。
団
塊

世
代
が
こ
れ
ま
で
労
働
力
を
下
支
え
し

て
き
た
よ
う
に
、
そ
の
下
の
世
代
、
す

な
わ
ち
今
後
10
年
間
に
65
〜
74
歳
と
な

る
層
の
就
労
率
向
上
が
カ
ギ
を
握
る
。

　

前
掲
図
表
４
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、

労
働
力
人
口
比
率
は
60
歳
を
境
に
劇
的

に
下
方
屈
折
し
、
70
歳
以
上
で
は
男
性

２
割
台
、女
性
１
割
強
ま
で
低
下
す
る
。

　

日
本
は
、
こ
れ
ま
で
著
し
い
速
さ
で

長
寿
化
を
実
現
し
、
世
界
ト
ッ
プ
ク
ラ

ス
の
長
寿
国
と
な
っ
た
。
65
歳
時
点
の

平
均
余
命
は
、
い
ま
や
男
性
19
年
、
女

性
24
年
に
あ
る
。
国
民
年
金
が
発
足
し

た
１
９
６
１
年
時
点
に
比
べ
、
そ
れ
ぞ

れ
８
年
、
10
年
も
延
び
た
。
健
康
寿
命

︱
健
康
上
の
問
題
で
日
常
生
活
が
制

限
さ
れ
る
こ
と
な
く
生
活
で
き
る
期
間

︱
も
、
男
性
72
歳
、
女
性
74
歳
に
達

す
る
（
２
０
１
６
年
時
点
）。

　

こ
れ
を
ふ
ま
え
れ
ば
、
65
〜
74
歳
層

に
労
働
供
給
を
期
待
す
る
の
は
む
し
ろ

自
然
な
こ
と
だ
ろ
う
。
日
本
の
社
会
保

障
制
度
を
維
持
す
る
観
点
か
ら
も
、
働

く
こ
と
の
で
き
る
う
ち
は
長
く
働
き
、

保
険
給
付
を
受
け
る
側
か
ら
保
険
料
を

納
め
る
側
に
極
力
回
る
こ
と
が
重
要
で

あ
る
。

　

そ
の
た
め
に
は
、
定
年
制
廃
止
と
年

金
支
給
開
始
年
齢
の
議
論
が
欠
か
せ
な

い
。
多
く
の
人
が
65
歳
前
後
で
仕
事
を

や
め
る
の
は
、
定
年
が
あ
る
か
ら
だ
。

そ
も
そ
も
米
国
や
英
国
、
オ
ー
ス
ト
ラ

リ
ア
な
ど
で
は
、
定
年
制
は
法
律
に
よ

っ
て
禁
止
さ
れ
て
い
る
。
人
種
、性
別
、

宗
教
に
よ
る
差
別
と
同
様
に
、
年
齢
に

よ
る
差
別
は
許
さ
れ
な
い
と
の
考
え
か

ら
で
あ
る
。
政
府
は
70
歳
ま
で
の
就
業

支
援
を
企
業
の
努
力
義
務
と
す
る
方
針

に
あ
る
が
、
そ
れ
で
足
り
る
と
は
考
え

に
く
い
。
議
論
を
早
く
始
め
る
必
要
が

あ
る
。

　

年
金
の
支
給
開
始
年
齢
引
き
上
げ
の

議
論
も
重
要
に
な
る
だ
ろ
う
。
公
的
年

金
の
本
来
の
趣
旨
は
、
加
齢
に
よ
る
就

労
困
難
を
含
め
、
何
ら
か
の
事
情
で
働

け
な
く
な
っ
た
場
合
の
「
保
険
」
で
あ

る
。
年
金
制
度
上
、「
保
険
料
」、「
被

保
険
者
」
と
い
っ
た
用
語
が
使
わ
れ
る

の
は
、
そ
れ
が
理
由
で
あ
る
。

　

も
ち
ろ
ん
、
働
け
る
か

否
か
の
客
観
的
な
評
価
は

難
し
く
、
一
定
の
年
齢
で

給
付
の
有
無
を
区
分
す
る

の
は
や
む
を
え
な
い
。
し

か
し
、
長
生
き
に
な
っ
た

に
も
か
か
わ
ら
ず
支
給
開

始
年
齢
を
据
え
置
け
ば
、

支
給
の
平
均
年
数
が
延

び
、
支
給
総
額
は
膨
ら
ま
ざ
る
を
え
な

い
。
制
度
を
見
直
さ
な
け
れ
ば
、
財
源

面
で
の
制
約
か
ら
、
子
や
孫
の
世
代
の

受
給
水
準
（
所
得
代
替
率
）
が
下
が
る

の
は
道
理
で
あ
る
。

　

も
ち
ろ
ん
、
定
年
制
が
存
在
す
る
か

ぎ
り
、
高
齢
者
が
能
力
に
見
合
っ
た
職

を
み
つ
け
る
の
は
難
し
い
。
定
年
制
の

廃
止
と
年
金
支
給
開
始
年
齢
の
引
き
上

げ
は
、
一
体
で
考
え
ら
れ
ね
ば
な
ら
な

い
。

　

人
手
不
足
は
、
今
後
一
層
深
刻
に
な

る
。
日
本
は
、
高
齢
者
に
長
く
働
く
こ

と
を
求
め
る
議
論
も
、
外
国
人
を
受
け

入
れ
る
議
論
も
、
政
治
的
、
社
会
的
に

極
力
避
け
て
き
た
印
象
が
あ
る
。
し
か

し
、
議
論
の
先
送
り
は
子
や
孫
の
世
代

に
ツ
ケ
を
回
す
こ
と
に
ほ
か
な
ら
な
い
。

一
刻
も
早
く
議
論
を
始
め
、
改
革
に
取

り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。そ
れ
が
、

長
寿
の
恩
恵
を
受
け
る
こ
と
に
な
っ
た

世
代
の
責
任
だ
ろ
う
。
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